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P1．各種調査等を通じて把握した下野市の現状及び課題 
  ・14 行「利用を促進」⇒「利用促進」 
  ・15 行「適正化検討」⇒「適正化を検討」 

P2．将来の交通網イメージの中に大松山の陸上競技場を入れてはどうか。 
   基本方針の説明と P3～基本方針の説明は、同じでは、まずいのか。 

P3～事業イメージは、P1 の下野市の現状及び課題に対してのものだと思われるので、突合

できるようなレイアウトにすれば分かりやすいのではないか。 
P1．各種調査結果からみた課題の実施した各種調査で、住民アンケート調査結果が 3 つに

分かれている理由。 
  

２  
 下野警察署では、運転免許証の自主返納を受理した際、自主返納者に対し、下野市や栃木県

タクシー協会で行っている支援事業（特典）の案内を行っています。 
 特典の案内のほかに、自主返納者に対するデマンドバスを含む公共交通の利用促進に向けた

良い方策があれば、協力したいと思います。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「下野市地域公共交通網形成計画」骨子案に関するご意見 
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■標記「網形成計画の基本方針」策定の基本的考え方について 

 

1. 実績評価 

(1) 新基本方針の策定に当たっては、PDCAの手順を用いることに異論を唱える関係者はいない、

と思われる。 

(2) 平成30年度までの収支（委託費vs運賃収入）等実績を診て、これらをどう評価するか＝ 

「見立て」が、ファクトに基づいて偏見なく公正に行われるか否かが、新基本方針の立案・ 

実施およびその結果（成果）に大きく影響することを肝に銘じるべきである。 

(3) 報告された平成28年度から平成30年度の、収支の乖離状況は、収入1に対して支出が4.1～ 

5.6であり、かつこの乖離幅は年々増加している。 

このことは、単年度収支を均衡させるためだけでも、①収入を6倍にする、②支出を1/6に 

圧縮する、③それらの合わせ技（折衷案）となるが、いずれも現行サービスの「改善（マイ 

ナー・チェンジ）」では解決できないほどの「重篤な」経営事象である、と私は診ている。 

例えば、収入を6倍にするとすれば、年間利用客数（延べ数）は13.4万人が必要となる。 

(22,401人（30年度年間利用者数）×6 ＝134,406人) 

（そもそも、乗客1人あたりの収入が、195円（平成30年度実績）と、定価300円に比し▲35% 

になっていることも問題であるが。） 

この意味するところは、1便当たり平均乗車人数は3.2人（実績）から19.2人になる、とい 

うことである。 

 したがって、利用パターン（偏り・ばらつき）を最大限に平準化し 、利用率100%（全ての

便に空席が無い状態）に極力近づけることができた場合を仮定しても、少なくとも車両（10 

人乗りワゴン車 ＝客席は9人分）をさらに3 台・運転手を3人増加しなければ需要に対応でき

ないことになる。 

（134,406人÷292日（年間サービス日数）÷ 9人/台・回÷10回＝5.1 台≒6台） 

この場合、既存3台と併せた計6台分のコスト（年委託料）は、2倍の4.9千万円と見込まれる

のである。 

2,448 万円（平成 3 0 年度委託費）÷ 3台 × 6台 4 ,896 万円 

（委託費内訳は開示されていないため、これ以上の分析不可。） 

これに対し、運賃収入は、195円 × 13.4万人＝2,621万円 であるから、 

収支の乖離幅は 2,275万円（4,896万円－ 2,621万円）となり、平成30年度の実績収支乖離幅

の2,012 万円を上回るのである。 

 この意味するところは、即ち、 

現行サービス枠組みのまま、利用者増加施策を打てば、収支がさらに悪化するだけで、持続

可能性はさらに遠のく のである。 

このことを市民は正しく認識する必要がある。 

したがって「利用促進の取り組み（第4回資料2‐7）」は、当該事案の「命取り」にこそな

れ、ソリューションにはならないのである。 
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そして、この愚策を続ける間、 確実にメリットを享受するのはこのプロジェクトに参入し

ている「交通事業者」だけである。 

要するに、現行のサービス枠組みは、利用促進を図るほど、収支の乖離が大きくなるにも

かかわらず、市（行政）が、この収支の乖離に補助金等税金を充て「住民のため」という大

義名分のもと、市場原理を逸脱した「 良心 」をもって、当該枠組みの延命を図れば、市民

の税金 （血税）は安定的に車両運行事業者の手に渡るだけ、という「奇妙かつ皮肉な結末」

をもたらすのである。 

私たち市民は、現行のサービス枠組みは、そもそも破綻していることを認識しなければな

らない。 

 

2. 「基本方針」策定の考え方 

(1) したがって私は、この課題解決のためには、抜本的な改革・大胆な発想の転換が不可欠

と考えている。 

(2) その発想の根底にあるべきは「自助・自治」であると思料する 。 

(3) ただし、過渡期においては、既存サービス等（ MaaS ）の併用を排除しない。 

（例 : 民間タクシー利用時の〇〇％補助） 

 

3. あるべき姿は、 

(1) 持続可能な仕組み ・サービスであること 。 

(2) 補助金に依存せず 、 (1)の仕組み ・サービスの収支をバランスできること。 

(3) 自治・自助により運営されるサービスであること 。 

(4) 「移動手段・方法」に関する技術の進展 ・環境変化 を踏まえていること。 

(5) より効率的な街（居住環境）形成に向けた方向性を踏まえていること。 

(6) 既存の枠組みや既存のサービスは、より効率的で快適な枠組みとサービスに置き換わる

べきこと。 

換言すれば、 既存の枠組みや既存のサービスを補助金をもって延命しないこと。 

（自由市場原理・自由競争原理を尊重すること。 

(7) 「安い・早い・使いやすい」 

・既存サービスより低廉である。 

・目的地にダイレクト移動（経由しない） 

・予約方法の簡便化、現金不要 

 

4.「実施する施策」について 

「あるべき姿」と「現状」のギャップを埋める諸施策の立案・実施に係る事業者の選定や

購買については、市場原理に基づき行われること。 

ただし、政治的な配慮が必要な場合には、その理由と規模を明示し、委員の理解を得るこ

と。 
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5. 「住民ファースト」 であること 
(1) 換言すれば「民業圧迫」等 MaaS の考えと相いれない思想を持つ事業者には依存しない。 
(2)住民こそ当該サービスの担い手となるべく、意識付け・組織化に速やかに着手すること。 
(3)行政（市）と住民の適切な役割分担ができていること。 
(4)民間事業者が提供する「移動サービス」のプライスが、住民の自助・自治によるサービス

コストを下回るに至った時には、民間事業者の参入を認める。 
 

6. 各論（資料（資料 4 について） 
(1) 基本方針 
④:「交流人口の増加」を目指す意義とメリットを明示してほしい。 

(2) 施策（案） 
「事業イメージ（案）」について、見込まれるコストを各々併記してほしい。 

 
 
 
 


